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令和 3 年度補正予算による支援策 
令和 3 年度補正予算が成立し、これに基づく支援が始まります。コロナ対策や

経済対策の他、賃上げや減災対策にも力点を置いた内容です。福祉施設を対象

とした支援策には、どのようなものが盛り込まれているのでしょうか？

令和 3 年度補正予算より、昨今の重要課題

に対処した福祉施設向けの主要政策につい

て、概要をご紹介します。 

現場で働く方々への支援策

介護、保育など、現場の職員の収入引上げ 

 保育士等、介護・障害福祉職員を対象に、賃上げ効

果継続の取組実施を前提に、令和 4 年 2 月から、

収入を 3％程度（月額 9,000 円）引上げ

 他の職員の処遇改善にも充てる柔軟な運用が可能

介護福祉士修学資金等貸付事業 

 介護福祉士養成施設に通う学生に対して修学資金

の貸付等を実施

 福祉・介護職 5 年間継続従事で返済が全額免除

介護施設への支援策

家族面会室へのコロナ対策支援の拡充 

 新型コロナウイルス感染症下における家族面会を

可能とするための整備・改修も対象に

例えば…… 

 面会室の複数設置や拡張、簡易陰圧装置・換

気設備、消毒等を行う玄関室等の設置

 面会室がない場合の新規整備

障害福祉分野への支援策

新型コロナ発生時のサービス継続支援事業 

 消毒や人員確保等の経費の支援

 緊急時に備えた職員の応援体制等の構築

ICT・ロボット等導入支援 

 都道府県・指定都市・中核市の施設が対象

就労系障害福祉サービス事業所への支援 

 新たな生産活動への転換や、販路開拓、生産活動

に係る感染防止対策の強化に要する費用を支援

施設の災害・減災への支援策

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 

 高齢者施設等の耐震化改修、非常用自家発電の整

備、水害対策に伴う改修、ブロック塀改修等

社会福祉施設等災害復旧費補助金 

 暴風、洪水、高潮、地震、その他の異常な自然現象

により被害を受けた介護施設等の復旧支援

各支援策の詳細や募集については、随時決

定・発表されます。厚生労働省や都道府県の

ホームページでご確認ください。

参考：厚生労働省「令和 3 年度厚生労働省補正予算案の概要」 

https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/21hosei/ 

福祉施設版 

目玉は介護職の賃金引上げ策 
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福祉施設等におけるパワハラ防止のための取組 

2022 年 4 月から、中小企業でも職場におけるパワーハラスメント（以下、パワハラ）の防止措置

を講じることが義務化されます。ここでは、厚生労働省の調査結果※から、福祉施設等（以下、医

療，福祉）におけるパワハラ防止のための取組への対応状況などをみていきます。 
 

パワハラの発生状況 

上記調査結果によると、過去 3 年間にパワハ

ラに関する相談実績や事案があったとする割

合は、医療，福祉では 6.4％でした。調査結果

全体の 9.5％に比べると、低くなっています。

相談実績や事案があった企業における対応内

容をまとめると、表 1 のとおりです。 

医療，福祉では、「被害者に対する配慮を行っ

た」、「事実関係を確認した」が 90％程度を占め

ました。全体と比較すると、再発防止に向けた

措置を講じた割合が低いのは、気になるところ

です。 

80％以上がパワハラ防止に取り組む 

次にパワハラ防止に取り組んでいる割合を

みると、医療，福祉は 84.5％でした。調査結果

全体では 79.5％であり、全体よりも高い状況で

す。 

パワハラ防止に取り組んでいる企業におけ

る具体的な取組内容をまとめると、表 2 のとお

りです。医療，福祉では「相談・苦情対応窓口

を設置している」が最も高く、67.7％となりま

した。「就業規則・労働協約等の書面で内容及び、

あってはならない旨の方針を明確化し、周知し

ている」、「当事者等のプライバシー保護に必要

な措置を講じ、周知している」も 50％を超えま

した。 

冒頭のとおり、4 月からは中小企業でもパワ

ハラ防止措置を講じることが義務化されます。

措置を講じていない施設等では、ここで紹介し

た取組内容などを参考に、対応を進める必要が

あります。

※厚生労働省「令和 2 年度雇用均等基本調査」 

2021 年 7 月に発表された、常用労働者 10 人以上の 6,000 企業を対象にした 2020 年 10 月 1 日時点の状況に関する調査結果です。有効回答

率は 55.4％です。詳細は次の URL のページから確認いただけます。https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/71-r02.html 

取組内容 医療，福祉 全体

相談・苦情対応窓口を設置している 67.7 49.4

就業規則・労働協約等の書面で内容及び、あってはならない旨の方針を明確化し、
周知している

57.7 62.7

当事者等のプライバシー保護に必要な措置を講じ、周知している 50.2 49.1

相談したことや、調査への協力をしたこと等を理由に不利益な取扱いをしないこと
を定め、周知している

46.4 47.9

行為者については、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等の文書に規
定し、周知している

44.4 44.8

相談・苦情対応窓口担当者が内容や状況に適切に対応できるように、研修等を実施
している

36.5 23.2

【表2】パワハラ防止のための取組内容別企業割合（複数回答、％）

厚生労働省「令和2年度雇用均等基本調査」より作成

医療，福祉 全体

被害者に対する配慮を行った 93.2 77.8

事実関係を確認した 89.6 88.4

行為者に対する措置を行った 72.4 76.4

再発防止に向けた措置を講じた 56.4 71.0

特段の対応は行わなかった 6.8 3.4

【表1】パワハラに関する相談・事案への対応内容
（複数回答、％）

厚生労働省「令和2年度雇用均等基本調査」より作成

中村太郎税理士事務所



NEWS LETTER welfare ver.                                                        2022 年 2 月号 

 

福祉施設でみられる 
人事労務Ｑ＆Ａ 

『生理休暇の申請があった際の対応』 

 

女性職員から、生理で体調が優れず休みたいと、生理休暇の請求がありました。

今回は休暇を認めましたが、当施設では事前にシフトで人員配置を決めているの

で、できる限り出勤してもらいたいと考えています。生理日でも出勤をさせたり、

休みの日数に制限を設けたりすることはできますか？ 

 

女性職員から生理休暇の請求があった場合、施設は、請求された期間に就業さ

せることはできません。また、生理休暇の取得日数も制限することはできないた

め、施設は、女性職員から請求のあった日数の休暇を認める必要があります。 

 

詳細解説：

1．生理休暇とは 

女性職員が、生理日に下

腹痛、腰痛、頭痛等で著しく

体調を崩し、仕事をするこ

とが困難な状態にある場合

で、本人から休暇の請求が

あったときは、施設は請求した女性職員を働

かせることはできません（労働基準法第68条）。

また、生理は期間や症状・体調不良の程度に個

人差があり、基準を設けることができないこ

とから、施設が就業規則などで休暇日数の制

限を設けることもできません。 

さらに、1 日単位での取得だけでなく、半日

や時間単位での生理休暇の請求が女性職員か

らあった場合、施設はその休暇の請求に応じ

る必要があります。具体的には、「痛み止めを

飲んで時間が経てば症状が落ち着くので午前

だけ休みたい」、「急に生理が来て体調が悪く

なってきたので早退したい」といった請求が

考えられます。 

なお､生理休暇の時間に対して給与を支払

う義務はないため、有給とするか無給とする

かを就業規則で定めておく必要があります。 

2．生理休暇の申請があった場合の証明 

生理休暇は、その性質上事前に申請するこ

とが難しいため、当日申請するケースが多く

みられます。その際、女性職員に対し、「生理

によって就業が著しく困難であったこと」の

証明として医師の診断書などを提出させるこ

とはできず、証明を必要とする場合であって

も、対象の女性職員の上司や同僚の証言程度

の簡単な証明で足りるとされています。 

近年、働き続ける女性が増えていますが、女

性職員がいる事業所のうち、生理休暇の請求

があった事業所の割合は 3.3％、生理休暇を請

求した女性職員の割合は 0.9％です（厚生労働

省「令和 2 年度雇用均等基本調査」）。生理休

暇を請求しづらいといった女性職員の声もあ

りますが、体調不良であるにもかかわらず無

理をすることで、業務の能率が低くなりミス

が生じることも想定されます。生理休暇の法

的な位置づけを確認し、適切な運用を考える

ことも、職員の能率低下やミス防止の対策と

して重要でしょう。
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事例で学ぶ 4 コマ劇場 

今月の接遇ワンポイント情報 
『効率の阻害 ①押して引く』 

ワンポイントアドバイス

現在、どの業種・企業においても、仕事の生産性ということが

注目されています。 

『生産性』とは、投入（インプット）における産出（アウトプッ

ト）を指します。 

もっと具体的にお伝えするならば、働く時間において、如何に

効率良く成果を出すかということです。皆様は、常日頃時間を意

識しながら効率良く仕事をしているでしょうか。 

 日常業務のミス・ロスが不効率に繋がるわけですが、実際にど

のような仕事の仕方や行動がミスやロスというものなのかに気

づかなくては、改善することができません。 

今回のアイさんは、利用者様にお名前を記入してもらうタイ

ミングを『今』と言った後で、“やっぱり”と前置きして『最後』

と言い直しています。 

そして、不審に思われた利用者様に言われて、確認をするよう

です。 

このような、押して引いてのパターンは非常に効率が悪く、自

分も周りも労力を使って疲れてしまい、時間のロスに繋がりま

す。 

この傾向を持っている人は、落ち着いて考え、行動し、一つひ

とつ確実に確認するクセをつけなくてはなりません。 

施設内で声を掛け合い、改善できると良いでしょう。 
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